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注：OECD 購買力平価換算による日本円の額を記載した。日本の額は OECD 推計値である。
出典：科学技術指標 2014 統計集　表 1-3-13 主要国における大学部門の研究開発費の推移、及び表 1-3-15 
　　　主要国における大学の研究資金の負担構造の変化を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：科学技術指標 2014 統計集 表 1-5-3 大学部門の研究開発費の指数の推移を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 1　米独英日の各国における大学部門の研究開発費（2011年）













開発支援は、2003 年度には 5 年間継続した国立衛


























ては、NIH の所外研究担当次長（Deputy Director 
































































ば 2013/14 年度においては 45 億 200 万ポンドの総
配分額のうち、15 億 5,800 万ポンドである。この最
新の評価は、2014 年に実施された REF（Research 
Excellence Framework）2014 であるが、その前




































以前の RAE についても 4～7 年に一度の間隔で実
施されている）。REF については、それまでの RAE
に対し幾つもの点で新たな取組が見られるが、この






















































出典：FDP 2012 Faculty Workload Survey RESEARCH REPORT Table 4. Comparison of Reported Workload 　　
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